資料３の別紙１
　　　　　　報告書で示されたデータに関する競争上の懸念

１　「パーソナル・データ」について（報告書１３～１５頁）

　　

○　新規参入者が「大量のパーソナル・データ」を収集することは、経済的には、現実的でない。

　　○　デジタル・プラットフォーム事業者のサービスが市場支配力を有し、他の類似サービスへの切り替えが困難となっている（ロックインされている）状況においては、取引条件・利用条件が不利益に変更されても、利用者は当該サービスの利用を停止することが困難である。

　　○　高いシェアを有すると思われるインターネット広告事業者の中には、ＤＭＰ事業（注：自社や外部の様々なデータを一元的に管理するプラットフォーム）を行い、かつ、メディアを保有するとともに、更に、シェアの高いブラウザソフトやＯＳを提供している場合がある。

　　　　このような事業者は、インターネット広告事業の側面では競争者であるＤＭＰ事業者のデータの入手経路の相当部分を管理していることになり、競争の観点から注意を要する。
· ＤＳＰ事業者（注：広告の掲載面や価格、ターゲットなど設定した条件

に合致した広告枠（広告在庫）を自動的に買い付け、広告を配信する事業者）は、自ら保有するデータに基づくターゲティングに基づいて、適切なメディアを選択して、広告配信を行っている。
　　　　近年、メディアの保有者が、従来は認めていたＤＳＰ事業者によるターゲティングを認めず、自らが別途行うターゲティング業務と一括した広告配信しか認めない事例が存在する。
　２　「産業データ」について（報告書１７～１９頁）

○　産業データは、センサーによって収集することが前提になることが多いため、データを収集する経路が限定され、それが市場支配力の形成につながる場合がある。
　　　　鉄道駅の改札通過情報のように、データの取得に必要なセンサーを設置することがだれでもできるわけではなく、何らかの法的地位が必要となる場合があり得る。（法定独占。電力、ガス、鉄道、郵便事業等）　

· 深層学習に必要となる希少性が高いデータをはじめ、価値の高いデータについて、第三者による不当な収集が行われる可能性があり、現に行われているとの指摘がある。

例えば、大企業が中小企業との業務提携等において、秘密保持契約を締結した上で業務提携等に必要な研究開発を共同で実施し、その後、「共同研究開発により得られたデータ」や「技術及び業務提携等を通じて得られるデータ」や「技術の全ての権利」を自らに帰属させることを業務提携等の契約を締結する条件とする場合があるとの指摘がある。　
　　　　同様に、将来の業務提携の条件として、大企業が中小企業のデータを自らに帰属させることを求め、当該中小企業がそれに応じたにもかかわらず、結局、当該業務提携が実行されない場合がある。　

○　機器の稼働状況の「リアルタイムデータ」をセンサーによって収集し、それを投入財として利用するサービス（例：機器の保守サービス、健康管理サービスなど）について、他の事業者が同様のデータを技術的に又は経済的に収集できない可能性がある。

　　　　この結果、データを利用した囲い込み、寡占化につながるおそれがあるのではないか。

○　個別の事業者の工場、コールセンター、医療診断その他における業務に関するデータを長期間、機械学習し、当該業務に最適化された学習済みモデル（ＡＩ）については、利用前に相当のコストを掛けて、自社のデータを他社（ＡＩ開発企業）に機械学習させる必要があること、自社の情報システムの改修をも伴うこと、他社による「ＡＩ」の模倣は困難であることといった事情があるため、ＡＩの利用を開始した後に、他社のＡＩにスイッチすることが困難になる場合がある。

· 解析技術などの要素技術の保有者がそれを有料又は無料で顧客企業に

提供することは、競争促進的な側面がある一方で、当該要素技術保有者が顧客企業のデータを収集可能となり、当該保有者の技術を更に改善できるという側面もある。
　　　　また、当該要素技術の提供条件として、他の要素技術保有者との取引を制約するといった競争制限的な条件が付されることが懸念される。
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